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エグゼクティブサマリ
1.
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サマリー（1/3）
事業の背景

 日本の物流は、輸配送需要の変化と、ドライバーの不足といった労働力供給の減少に伴って、構造的な需給ギャップを抱
えている。

 そのような背景の中、2021年に、フィジカルインターネット実現会議建材・住宅設備WGが設置され、建材・住宅設備
（以下、住設）サプライチェーンにおけるフィジカルインターネット実現に向けた2030年までのアクションプランが策定された。

 将来的な共同輸配送等も含めたサプライチェーン効率化を図っていくためには、点在する物流・流通に係る情報をリアルタ
イムに収集し、企業や業界の垣根を超えた情報連携体制を構築する必要がある。

 しかしながら、現状としては、個別最適の観点から複数のシステムが乱立し、商品識別コード体系すら統一化がなされてお
らず、また中小流通店や工務店等においては未だデジタル化が進んでいないため、物流効率化の阻害要因となっている。

事業の目的・焦点
 そこで、本事業では、卸（一次問屋）や販売店等の流通店を介した建材・住設物流における既存のシステム・コード体

系等について調査を行い、当該物流における標準コードの在り方を検討するものである。
 本事業では、卸や販売店等の流通店を介した建材・住設物流に焦点をあて、物流業務上の情報連携のキーとなる商品

識別コード、出荷梱包コードにおける標準コードの在り方を検討する。

調査方法
 商品識別コード、出荷梱包コードに求める物流効率化の為の要件を特定すべく、各事業者に対し、標準コードが必要とさ

れるシーン、および、標準コードによって実現し得る姿の聞取り調査および販売店へのウェブアンケートを行った。
 なお、聞取り調査の焦点は、業界における物流の担い手である、建材・住設ーカー（以下、建材メーカー）、卸、販売店、

ハウスメーカー等とした。
 その結果、各社とも、現状においては、商品識別コードの標準化の必要性を叫ぶ声は乏しい。一方、出荷梱包コードにつ

いては、標準化への志向、アイディアを頂戴した。その為、本報告書では、出荷梱包コードの標準化から紹介する。
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サマリー（2/3）
出荷梱包コードの標準化と現状
 一部の建材を除き、建材・住設の多くの商材が、工場・DC※1から自社配送センター、および、卸・販売店の配送センター

を通じて、全国各地の建築現場等へ配送されている。その為、各社ともに、自社配送センター、および、下流事業者への
受渡ポイントにおける、積替えの効率化意欲が高い。

 特に、継送発注品（以下、継送品）と呼ばれる、邸名別に識別・区別すべき商品については、最終仕向地の邸名情報
を如何にサプライチェーンの下流へ伝達するかが、ひとつの重要なポイントである。

 また、現状は、入出荷における検品、仕分、荷合せ等の庫内作業が目視で実施されており、その効率化の為のコード活
用についても、出荷梱包コードによる効率化余地がある。

 事業者の中には、業界内外との水平連携においても、コード標準化の必要性を認識し、具体的な検討に乗り出している。
 しかしながら、標準化のコード体系として、一般社団法人全国住宅産業地域活性化協議会（地域の流通店がメーカー

や工務店と協力して作っている団体。以下、住活協）による建材物流コード、および、GS1によるSSCCコードの、２つの
試み・検討に分かれていることも改めて確認した。SIP※2スマート物流サービスが取り組んでいた商流・物流データ基盤など
の社会インフラを活用すべく、如何に統合すべきかについての議論が必要になってくるであろう。

商品識別コードの標準化と現状
 ホームセンター向け商材は、小売りからの要請によりJANコードが付与されている。一方で、工務店向け商材には、JAN

コードは付与されておらず、建材・住設の品番での情報連携が主である。
 また、卸・販売店等では品番を用いた受発注システムや自動配車システムの構築なども行われており、当面は品番を中

心とした情報連携が現実的と考えられる。
 一方で、海外やビル等の大規模建設業界においては、BIMを活用した建材の可視化や、建材メーカーやゼネコン、施主

などの全てのプレーヤー間での情報連携を狙った動きがある。その中で、建材を一意に特定しつつ、全てのプレーヤーが識
別できる商品識別コードを検討する動きが見られる。建材・住設業界（以下、建材業界）への標準商品識別コードの
導入においては、上記活動を注視しつつ、検討を進める必要があるだろう。

※1 Distribution Center、在庫型物流センター ※2 戦略的イノベーション創造プログラム
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サマリー（3/3）
フィジカルインターネット実現に向けたアクションプラン
 聞取りの中で、コード標準化による物流効率化の施策に対し、現場における障壁から、その実現を疑問視する声が聞か

れた。一方で、それらの障壁に対する解決策等を持つ事業者もいることが分かった。
 また、共同輸配送については、既に一部の地域で実施している事業者もおり、将来的な物流の変化に備え、業界間連

携も視野に入れた、物流ネットワークの再編を検討する事業者も見られた。
 こうした共同輸配送の実施や、解決策案を持つ事業者がいる一方で、情報連携や物流効率化の具体的施策・案に触

れる機会の少ない事業者も一定数いることが分かった。
 そこで、他業界や海外も含めた先進事例を共有する場を設定し、業界全体での知見を向上する必要があるだろう。加え

て、事業者間での物流効率化のアイディア、実現し得る業界の将来像を共有する場を設けることで、コード標準化および
情報連携の機運を醸成することができるだろう。

省エネ効果試算
 コード標準化による情報連携により、共同輸配送や配送の効率化が実現可能となり、これによりCO2削減も見込まれる。



出荷梱包コードにおける
標準コードの検討

2.
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標準出荷梱包コードに求められる要件
 標準出荷梱包コードには以下の要件が求められる。

垂直統合

機能
(標準コードで
実現したいこと)

• 車両情報、ロケーション情報、イベント情報等と、出荷梱包コードを紐づけることによって、輸送・保管状況を記録・可視化
できること。出荷梱包コードの紐付きに変更があった場合もサプライチェーンでの情報連携が維持されること。マネジメント

オープン性・
中立性 • 企業規模や立場等の制限なく、何れの事業者も安価に利用できること。

ピッキング・荷合せ・出荷検品
• 継送品・在庫品ともに、ピッキングリスト等を介して、出荷の準備状況、出荷梱包（パレタイズ含む）された内容物のステー
タス管理を支援できること。また、出荷伝票等を介して、対象荷物と、その内容物を紐づけ管理できること。

• 継送品においては、品番×邸別等の単位で、荷物を識別・管理でき、邸別・便別のピッキングや出荷準備の為に、向け先
を峻別できること。

発番・マーキング
出荷伝票等と荷物をリンクし、かつ、出荷伝票等を介して、受発注情報等の商流データとも紐付けできること。

非機能

入荷検品・仕分
• 継送品・在庫品ともに、上流からのASN等を介して、対象荷物と、その内容物を紐づけ管理できること。
• 継送品においては、品番×邸別等の単位で、荷物を識別・管理できる仕組みであること。

水平連携 • 既存の取引関係者以外にも共通のプラットフォームを介して荷物情報を共有することで、輸配送の需給のマッチングが行え
ること。

互換性 • 必要に応じて、独自コードを変換することができ、SIP商流・物流データ基盤等のサービス使用時の障壁とならないこと。

拡張性
• コードの循環期間を加味した上で、コードが不足しない十分なコード件数（桁数）があること
• 他社・他業界を含めて重複をしないユニークなコードであること

移行性 • 既存の各企業が保持するハードウェア・ソフトウェア両面で、大きな改修なく、そのコード体系を採用できること。

可用性 • 如何なる場合も、コード発番が滞ることのないこと。



出荷梱包コードの現状と
移行プラン

2-2.
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現状の建材業界における出荷梱包コード
 建材業界において使用・検討されている出荷梱包コードとして、建材物流コードとSSCCコードがあるが、
両者の機能面での差はほぼ無い。

コード体系の管理者

概要

一般社団法人
全国住宅産業地域活性化協議会

国内の建材業界の流通店での活用を
メインとした出荷梱包コード

GS1 Japan

小売業界を中心に様々な業界で
世界標準として使用されている出荷梱包コード

機能領域 現時点では入荷検品・仕分けのみ対応だが、
将来的には保管・荷合せ等も対応可能

入荷/出荷検品・仕分け・保管・荷合せ
まで対応可能

国内の建材業界
における普及状況

建材メーカー、流通店に普及し始めている
（※詳細は『建材物流コードの普及状況』を参照） 一部事業者において検討段階

建材物流コード SSCCコード
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SSCCコード － システム間連携イメージ
 GS1標準のEPCISはデータ連携のフォーマットであり、事業者や業界を超えた情報連携が可能。SSCC
もEPCISを使って共有することも可能。

出所：GS1 Japan『EPCIS概要』（https://w w w .gs1jp.org/assets/img/pdf/epcis.pdf）









商品識別コードにおける
標準コードの検討

3.
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商品識別コードに対するヒアリング結果
 商品識別コードとして、建材メーカーの品番が、受発注・検品・配車計画等の業務に幅広く用いられて
いるが、検品時に使用するコードは建材物流コード等の出荷梱包コードへ収斂する動きがある。

受発注等の取引先とのやり取りは、品番が基本となっている。自社のWeb受注システムを保持
しているが、その中でもメーカーの品番を使用している。
また、配車計画を立てる際にも、メーカー品番（＋メーカーコード）を使って寸法・重量等を管
理しており、メーカー品番を主として様々な業務やシステムが構築されている。卸 B社

棚卸しの際に、OCRで発注番号と品番の読み取りを行っている。
入荷検品にもOCR活用することを考えていたが、建材物流コードを導入予定のため、建材物
流コードと自社システムの連携を検討していきたいと考えている。販売店 C社

メーカー品番を見て、どういった商品かを判断しながら業務を行っている。商品識別コードから、
どのような商品か判断できないと、業務上困るだろう。

販売店D社

Q）商品識別コードの利用状況は？











フィジカルインターネット実現に向けた
アクションプラン
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システムを利用した発注の割合
 アンケート回答企業での発注時のシステム利用は、会社によりばらつきがあるが、60％未満が8割、

30％未満が4割と限定的である。

0 1 2 3 4 5 6 7 8

10％未満
10％以上～20％未満
20％以上～30％未満
30％以上～40％未満
40%以上～50%未満
50%以上～60%未満
60%以上～70%未満
70%以上～80%未満
80%以上～90%未満

90%以上
不明

建材メーカーのシステムもしくは問屋システム等
（FAX・電話・メール以外）を用いた発注行数の割合

約
8
割

約
4
割

回答企業数







（様式２）

頁 図表番号
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25

29

30

31

42
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SSCCコード － システム間連携イメージ
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SIPスマート物流サービスにおける出荷梱包コードの考え方
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